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１．調査目的
　本研究は、自由で開かれたインド太平洋（FOIP）を実現するため、南シナ海などでの威圧的行動や法の支配への挑戦が懸念される状況を踏まえ、QUAD（日米豪印）海上保安機関の連携に関する海洋安全保障協力のあり方を探ることを目的とする。本年度は、太平洋島嶼国（PICTs）支援の必要性とインド沿岸警備隊（ICG）との協力発展に重点を置き、調査範囲を拡充した。近年の安全保障環境の変化により主要国の関与が拡大するPICTsをめぐる海洋安全保障上の課題を分析し、国際協力の可能性を検討し、また、グローバルパワーとして台頭するインドの外交方針・海洋安全保障施策を整理し、ICGの組織概要や国際連携の実態を考察することで、日本の海上保安庁（JCG）との協力促進の可能性を探る。これらを通じて、QUAD連携の視点から多国間での海洋安全保障協力の展望を示し、今後の協力体制強化に向けた実務的・学術的基盤を提供する。
２．調査内容及び結果
（１）海洋安全保障に影響を与える事象や各国の動静等の調査
最近の動向として、第二次トランプ政権の発足により、米国の国際協力の枠組みが見直され、インド太平洋地域への直接的な関与が低下する可能性を指摘し、日豪をはじめとする地域諸国の役割が一層重要になる点について詳述した。加えて、PICTsに関しては、IUU漁業や海洋環境の悪化といった課題を、インドに関しては外交・安全保障政策を整理・分析した。これにより、PICTs及びインドが直面する海洋安全保障上の課題とその対応を包括的に検討した。
（２）海上保安分野における日米の能力向上支援の現状と成果の比較
これまでの海上保安分野における日米の連携を整理するとともに、トランプ政権による対外支援の減少可能性を念頭に置き、両国の強みを活かした補完的な能力向上支援の在り方を提示した。また、公開情報が限られているICGについては基礎情報を整理し、国際協力の実態について分析した。
（３）海上保安分野における日米間の具体的な支援分野及び支援手法の発掘と効果の分析
米国の国際協力への関与低下の可能性を踏まえ、海上保安庁が果たすべき役割を分析し、また、PICTsのニーズに即した能力向上支援の在り方を提示した。ICGについては、日印の海上保安機関の組織の違いを踏まえた今後の協力方策・協力分野について示した。
（４）海上保安分野における日米豪印の連携に基づく具体的な支援分野及び支援手法の発掘と効果の分析
日米は「SAPPHIRE」などの枠組みを通じて連携強化を進めており、特に海洋監視やIUU漁業対策の分野において協力の余地があることを確認した。能力向上支援の実施手法としては、共同訓練や専門家派遣の拡充が効果的であることを示した。また、PICTsについては、米国の関与低下を補完するため、海上保安機関の能力向上支援や巡視船供与といった連携方法を提言した。さらに、ICGとの協力に関しては、ICG独自の訓練施設の建設に着目し、今後の日印の連携発展の可能性について論じた。
（５）海上保安分野における能力向上支援以外にQUADが連携し得る国際協力業務の発掘と課題の分析
QUADが連携可能な分野として、ブルーエコノミーの促進、気候変動対策、海洋プラスチック削減などを特定した。これらの分野においては、各国の支援体制の違いや調整の必要性が課題であることを指摘し、政策調整の場の設置を提言した。また、2024年９月のQUAD首脳会談で合意されたシップオブザーバー・ミッションを中心に、QUADの共同運用の今後の展望を検討した。一方で、今後はQUADの枠組みにとらわれず、課題に応じたミニラテラルな連携の可能性を模索する必要も明らかとなった。
３．おわりに
　第二次トランプ政権の発足によるアジア太平洋地域への関与や国際協力方針の不透明さや、覇権主義的な国家の力による現状変更の試みは、インド太平洋地域の安全保障環境を一層不安定なものとし、海洋安全保障における新たな課題を生み出している。
　こうした国際情勢を踏まえると、自由で開かれたインド太平洋の実現を支える基盤として、QUAD海上保安機関が連携・協力を深化させ、航行の自由の確保や法の支配に基づく秩序の維持に努めることが不可欠である。しかし、これらの複雑な課題に効果的に対応するためには、時としてQUADという枠組みに限定されることなく、各国の強みや地域ごとの特性を生かした柔軟な協力も求められる。そのため、二国間・三国間協力といった多様なアプローチを組み合わせることが、持続的かつ効果的な海洋安全保障協力の鍵となる。これらの取り組みがQUADの協力枠組みと相互補完的に機能することで、より実効性の高い海洋安全保障体制が構築され、インド太平洋地域の平和と安定に貢献することが期待される。
来年度以降は、各国の外交方針や地域の課題を踏まえたより柔軟な連携について検討するため、ミニラテラルな協力に着目し、更なる海上保安協力の発展及び国際連携に関する調査研究を行うこととしたい。
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